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岡山県における公文書管理とアーカイブズ
岡山県立記録資料館館長
定　兼　　　学
はじめに
岡山県立記録資料館の定兼です。わずかな時間ですので、配布している資料は参考にみていただく
ことにして、パワーポイントを使ってお話しさせていただきます。
今回のテーマでいう「公文書管理」は、おもに記録資料館の管理に絞りますことご了承願います。
公文書管理法が話題になっているところですが、記録資料館は昭和62年に成立した公文書館法との関
係で成り立っています。公文書館法第３条では、「国及び地方公共団体は、歴史資料として重要な公文
書等の保存及び利用に関し、適切な措置を講ずる責務を有する。」と述べています。そこで岡山県でも
公文書館を設立することになるのですが、設立の法的根拠はその第５条第２項です。すなわち「地方
公共団体が設置する公文書館の当該設置に関する事項は、当該地方公共団体の条例で定めなければな
らない」です。
条例は、ご存知のとおり、県民に付託されて選ばれた県会議員による審議を経て成立します。館の
設立は条例によります。一方、そこに入れる物である公文書については、岡山県では文書規程の下で
取り扱っています。公文書管理法に準じた条例をまだ策定していません。規程とは首長が部下に命じ
る訓令です。議会で定める条例とは違って、職員による変更が比較的簡易にできます。
岡山県の公文書は、文書規程の下で作成保存してきたものを、保存年限が満了すると、記録資料館が
選別収集して、記録資料館条例の下で保存管理、一般利用に供します。行政情報公開対象は文書規程
にしばれている公文書です。記録資料館が保管する公文書は行政情報公開の対象からはずれます。記
録資料館の公文書は記録資料館条例および記録資料館条例規則等の規定にしたがって公開いたします。
ところで、記録資料館の設立目的について少し述べると、収集保存している資料は公文書だけでは
ありません。公文書、古文書その他の資料を合わせて「記録資料」と呼ぶことにしている（図１）の
ですが、要するに公文書以外の地域資料も収集し、県民
の知的資源として提供しようという意志を持っています。	
というのは、県民の地域に関する探究心にお応えするに
は、様々な種類のアーカイブズが必要だからです。公文
書の内容を補強する地域資料も是非とも保存しておきた
いと思っています⑴。
国の公文書も補完する私文書（地域資料）があること
によって、諸情報の正確性が増します。ご存知だと思い
⑴ 拙稿「公文書館には何が求められているか～これからのアーカイブズ⑵～」『岡山県立記録資料館紀要』10号、2015
年参照のこと。
図１　岡山県立記録資料館の守備範囲
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ますけれども、例えば沖縄の返還関係公文書について、外交史料館で公開していますが、それからだ
けではわからないことがまだありまして、当時の首席秘書官だった楠田實氏や密使を勤めた若泉敬氏
の残した資料⑵、さらにはアメリカの公文書館の記録などから明らかになったことが沢山ありました。
このように公文書以外のものがあわさってエビデンスの信ぴょう性が高まるのです。したがって、記
録資料館は公文書のみに特化していないことをまずお伝えしておきます。そのうえで、今回は公文書
のことに限定して記録資料館がどのように取り組んでいるのかについて、簡単に説明いたします。
１　公文書の選別収集
記録資料館の業務は、公文書を①選別収集し、整理保存します。それは②一般利用に供するためで
す。一方、館としても公文書等について③調査研究し、展示や講座などを通じて④普及啓発をしてい
ます。あるいは公文書等のなかから⑤資料集を編さん・刊行、さらには⑥岡山県の歴史編さんをも業
務としています。これは記録資料館条例第２条の要旨を述べたのですが、今回は①②に関することだ
けになります。②の一般利用ですが、目の前の今日の人々の利用申請に応える公開だけではなく、将
来における一般利用についても強く意識しています。
先ほど冒頭の趣旨説明で南川先生が公文書のライフサイクルについてお話しなさいましたが、公文
書には現用と半現用、非現用に区分されます。実際に業務をしている時必要なものは現用です。事業
が完結しても、保存期間を設けていまして、その間を半現用といいます。保存期間内は監査や情報公
開対象となります。事業執行する際に参考資料等として有効に活用されています。保存期間は事業内
容等により異なっています。岡山県では、１年、３年、５年、10年、そして永年と分けています。永
年公文書以外は保存年限が満了すると、非現用公文書となります。非現用文書は、廃棄することにな
ります。これも規定で決まっています。
岡山県庁では、保存年限が来ても延長が必要なものは、総務学事課長が主務課長に協議のうえで行
いますが、原則として年限がきたら廃棄文書とします⑶。その際、廃棄文書の目録一覧表を作成しま
す。ここからが記録資料館の出番で、「総務学事課長は、廃
棄文書一覧表を記録資料館長に送付し、館長が記録資料と
して重要であると認めるものについては、記録資料館に引
き継がなくてはならない」ことになっています。原課や総
務学事課長としては引き継ぎですが、記録資料館としては
選別収集といいます。
記録資料館は廃棄文書一覧表をみて、選別収集するので
すが、実際の行動は次の図２のとおりです。
リストをチェックした後に原物を確認したうえで記録資
⑵	 楠田實資料（佐藤栄作官邸文書）（丸善雄松堂株式会社、2016年）、若泉敬『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』（文藝春
秋、1994年）など。佐藤栄作日記は国立公文書館が受け入れています。岡山県にあっても行政OB個人から資料の寄
贈を受け入れています。
⑶	 以下の記述は、岡山県庁文書規程の第42条、43条。配布資料10頁参照のこと。
図２　廃棄文書一覧表のチェック
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料館に持ち帰ります。またチェックは選別収集基準に沿って行うのですが、その基準はなかなか曖昧
なもので文書目録と即決でヒットさせることは困難ですので、現物確認が必要なのです。廃棄文書一
覧表には、公文書の書架配置場所を記入しており、県庁地下倉庫の棚段番号がわかりますので、廃棄
の前に見ることができます。また、廃棄文書一覧表の配置場所に「常用」と書いているのは、原課が
そのまま保存しているものです。これについては、原課に請求いたします。
では、誰がチェックするのかということですが、現在わ
が館には公文書担当職員を配属し、館長の指示の下で行動
します（図３）。人手が必要なときには古文書担当の正規職
員も加わりますが、正規職の副参事と行政OB２人が担当
です。行政OBは管理職を経験した人で退職するまで２人
とも20ヶ所近くの所属を経験しています。それぞれ得意不
得意がありますが、行政経験があり、文書の重要性、業務
の重要性に詳しい人です。一般に公務員は全体の奉仕者と
いいますが、管理職員となると、その部署の管理だけでは
なく、県行政全般についても権限の有無はべつとして責任意識をもっています。この経歴は公文書を
選別する担当者として大切なアイテムと思っています。
廃棄リストにある公文書は、10年前、５年前のものですが、行政OBはその頃に現職として責任あ
る立場で活躍された方ですので、そういう経験者がチェックします。
勿論、チェックする場合には、どういうものを集めようかということを事前に協議します。それで
今回はこの部門。これまでは、どういうものが選んでいるか。ということもちゃんとリストを見てお
りますので、こういうものがちょっと少ないのではないかなど協議してから収集候補をあげ、館長で
ある私が決めます。
先ほど保存年限に３年５年10年があるといいましたが、10年も保存しているから重要だというのは、
現用、半現用としての重要性でありまして。記録資料館に残す資料としての重要性とは異なります。
確かに収集する分量は10年保存のものが多いのですが、アーカイブズとするのは現用の評価とは必ず
しも一致しません。ここは大切なことですから是非気に留めていただきたいことです。
例えば市町村や都道府県でもそうだと思うのですけれども、主要事業というよりも啓発だとか、キ
ャンペーンだとか、宣伝などをしている公文書は、大体、３年保存です。宣伝などは、その時のブー
ムといえばおかしいかもしれませんが、その当時行政や時代の風潮がわかります。また、継続、ルー
チン化した啓発もわかります。行政は住民意識を先導する役割を担っていることを忘れてはなりません。
岡山県はハンセン病問題に関連する『長島は語る』という資料集⑷を作りました。これは、「岡山県
のハンセン病対策を振り返り正しい理解を進める委員会意見書」の提言を受けて始めた事業ですが、
その提言をうける前に、岡山県は何をしていたのか調べることがありました。ご存知のとおり、岡山
県内にあるハンセン病療養所の長島愛生園と邑久光明園は国の施設ですが、岡山県もハンセン病に対
図３　選別収集担当者
⑷ この資料集作成のために収集した資料のコピーは岡山県健康推進課移管公文書として記録資料館が保管し公開に供
しています（配布資料17頁）。民間資料でも役所が収集保管すると公文書となるのです。
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する偏見を持たないようにといった啓発活動をリードしています。この啓発関係公文書の保存年限は
３年でした。まだ記録資料館ができる前のことでしたが、記録資料館設立準備⑸ということで、公文
書収集していましたので、保存資料を探してみましたら、ほんのわずかですが、収集していました。
わずかであっても保存していたので啓発活動の証拠を出せました。３年保存と原課には比較的「軽い」
公文書だからといって収集していなかったら、啓発活動の証拠種類が残らず、ともすれば、県は何も
やっていないとされかねません。
事務用品のボールペンはいつ何処で､ 何円で購入したといった証拠書類などは、何年も残す必要は
ないと思っているのですが、近年は職場で鉛筆や万年筆、罫紙などを買うことはほとんどありません。
社会変化のことを考えるとどこかではサンプルとして消耗品購入の公文書なども残しておく必要があ
ると思います。
つまり、行政執行をして出来た公文書の選別収集は、保存期間の長短を問わず、様々な物を選ぶよ
うに心がけたいと思っているのです。したがって、選別収集する担当者は、公文書作成者とは異なっ
た資質が必要でして、日本にはまだ制度としてありませんが、わが国にもアーキビストという専門職
を養成しなければならないと思っています。
ところで、公文書管理法は、レコードスケジュールという考え方に基づいているところがありまし
て、私の解釈に間違いなければ、特に電子文書なんぞで展開されがちと思いますが、文書作成時に保
存年限を決めることはもとより、またアーカイブズ化の有無まで作成部署で決めているように見受け
ます。この点はやはり、作成者ではなく専門職のアーキビストがきちんと判断することにしなくては
いけないと思います。その判断、すなわち選別収集理論のことですが、話せば長い議論がありますが
､ 省略します⑹。
岡山県は記録資料館長が選別収集する権限を有しています。館長はその公文書作成当事者ではない
のですが、原課の人とて、廃棄するときは人事異動などで直接の作成者ではありませんので、その業
務を担当した人が選別にあたることはできません。作成者ではないのですが、決して第三者ではあり
ません。ともに県職員です。ところが、熊本県などは県職員ではない第三者委員会が決めています。
ビッグデータということばがありますが、役所の公文書もビッグデータでして、できるなら全部残
せばいいと思うのですが、それでは床をとります。やはり保存スペースを考えながら、効率を意識し
て、選別します⑺。その結果、岡山県では保存年限が満了して廃棄する公文書のうち収集するのは３％
に満たない状況です。
⑸ 岡山県立記録資料館の設立経緯は配布資料12､ 13頁参照のこと。
⑹ 選別収集の理論については略しましたが、20世紀のはじめ、作成者が選別するべきというジェンキンソン理論があ
り、20世紀半ばには業務上の価値と研究上の価値を分けてアーキビストの必要性、独自性を明確にしたシェレンバ
ーグ理論がでました。1970年代には研究上の価値ではなく社会的評価が必要だとするハンス・ブームス理論があり
ます（以上、記録管理学会・日本アーカイブズ学会	共編『入門・アーカイブズの世界』日外アソシエーツ、2006年刊
を参照のこと）。私はこの理論をベースに選別しています。その後公文書のライフサイクル論を克服するかたちでレ
コードコンテニュアム論が登場したことによって評価選別論も変化がみえます（拙稿「これからのアーカイブズ」	
『岡山地方史研究』104号、2005年）が、日本ではまだ定着していません。
⑺ ハンス・ブームスは、最小のレコードにより最大の社会の姿を保存するようにといいます。
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さらに、文書の廃棄一覧表にないものも役所は随分作っています。登録されてはいなくても役所の
「公文書」です。それらも廃棄段階の時には、現場に行ってチェックします。秋田県と神奈川県では、
10年保存の廃棄文書は全部、公文書館へ持って行って、公文書館の職員が選んだ後に廃棄をするとい
うことをしております。私ども岡山県では、廃棄の際には
記録資料館に連絡するようにして、記録資料館から出向い
て選別収集をします。廃棄収集車に積む前に急いで箱を開
けチェックします。肉体的にも大変な作業をしています（図
４）。このあり方はいつか改めなくてはならないと思いつ
つ、昭和56年以来ですからもう40年近くしていることにな
ります。
また、公文書とは何か、アーカイブズは何かという問題
があります。一般には行政執行上作成した証拠書類と思う
でしょう。しかし、それ以外でも業務のなかには色んなも
のができます。また業務上の作成だけではなく、収集した
ものも公文書の範疇にいれます。いつぞや、国立公文書館
は、献血のマスコットも公文書といってテレビにでていた
ことがあります。副知事室から引継ぎの際には全国優勝し
た大学柔道部の胴着を受け入れています（図５）。倉敷チボ
リ公園の模型も持っています。これを展示したときには、
随分反響がありました。
いずれにして、何を残すのかは議論があるところです。
地方自治体によって、時代によってそれぞれに個性が必ずあります。なぜこれを残していないのかと、
過去の選別収集者を非難しても一度廃棄したものは蘇りません。今から、その都度、その都度協議し
て収集するしかありません。とにかく、一番いけないのは、思考停止して未確認のまま全部廃棄して
しまうことです。中途半端な公務員は、職場を身綺麗にするといって、何も考えずに捨ててしまって、
仕事をした気分に浸っている人がいます。それはよくできる公務員のレッテルが欲しい無能な公務員
といえます。
２　公文書の整理・保管
選別収集した公文書は、記録資料館に持ち帰って整理保
管します。これらは将来の国民の知的資源として活用でき
るよう、ちゃんと見られるようにしなければいけません。
見られるようにする為には、先ず、物理的に虫がつかない、
カビがない、汚れていない状態にしなくてはなりません。
クリップなんかは錆るので取り外します。付箋もとります。
書庫に入れる時は、くんじょうします（図６）。薬剤くんじ
ょうもあれば、二酸化炭素くんじょうや冷凍庫で殺虫・殺
図４　廃棄リストなき現場での選別収集
図５　副知事室から収集
図６　資料のくんじょう処理
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卵します。
冷凍といえば、この間の2018年７月西日本豪雨で岡山県では岡山市東区と北区、高梁市、井原市、
総社市、矢掛町､ 倉敷市などで浸水がありました。一番激しかったのが、ご存知のように倉敷市真備
町です。市の真備支所では公文書が完全に水没しました。それから、小学校、中学校、幼稚園、倉敷
市立高等学校などの施設の公文書も完全に水没しました。そこの水没公文書を復旧するために、今冷
凍庫に入れています。何故、冷凍庫に入れるのかというと、あの暑い時に、蒸れたままにしておくと、
完全に腐敗します。48時間以内に処置しないと、カビが生
えてにおいが大変です。冷凍庫に運び込んだときにはもう
随分においが大変になっていたのですが、公文書の救出に
は時間がかかるので、とりあえずは冷凍庫で保管している
のです。真備図書館の公文書は記録資料館が救出支援しま
して、120冊ほどを我が館の冷凍庫に入れて、処置をするも
のを少しずつ溶かしてやっています⑻。
その後、今度は目録作りです（図７）。一つ一つの表題
は、原課で作成時の表題を基本的には尊重するかたちで目
録作りをします⑼。岡山県の公文書は簿冊です。ところが
簿冊の表題だけではわかりにくいことがありますので、簿
冊の中身がわかるように表題に補足説明をつけるとか、備
考記述を付します。かつては、中身の件名目録も作成して
いたのですが、職員数が縮小されたので今はできていませ
ん。したがって、なるべく具体的に記述するように指導し
ています。
目録作りをすると、再び箱詰めをしてひとまず書庫に保
管します（図８）。というのは30年原則があるからです。一
般利用に供するのは事案完結後30年経ったものをします
（図９）。
30年経つまでは、基本的には未公開で静かに保管を続け
ます。これを中間書庫といういい方をします。30年原則は
世界的な共通認識になっていましたが､ 近年はイギリスが
30年から20年に移行をすすめる動きがありますので、将来
は変わるかも知れません。
なお、一般公開にはもう少し制限があります。50年、80
年、110年と制限年限を伸ばしているものもあります。ま
⑻	 記録資料館の公文書救出作業については､『岡山県立記録資料館紀要』14号、2019年に報告します。
⑼	 資料整理には、出所尊重原則があります。業務内容や作成年次により再分類して配置する方式もありますが、わが館
では収集年次と出所ごとに整理（リスト作り）して保存します。
図７　公文書の目録作り作業
図８　完結30年未満の公文書保管
図９　公文書の保存書架
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た、30年を経たものであっても未整理のものは公開できま
せん。公文書は国民の知的資源ですから、いつでも誰でも
利用できるようにすることが基本ですが、やはり縛りがあ
ります。
ところが、県職員は行政活用のためなら、いつの物でも
利用できるようにしています。30年制限はもうけていませ
ん。県職員については、選別収集リストは収集段階で原課
へ報告していますが、業務執行上、過去調査をすることは
よくあることです。時には公文書でないとわからない事項
もあり、その場合には記録資料館の保存資料が役立ちます（図10）。
３　公文書の利用
公文書には、フィルムもあります。岡山県は昭和20年代半ばから平成16年まで公報写真を担当する
部署がありました。そこが持っていたフィルムは、選別収集の名の下、記録資料館が引継いで保管し
ています。約40万コマあります。フィルムだけですので、撮影内容はデータベースして確認すること
にして現在23万コマのデジタル化をしています。
これらについては、まだラフなメモしかできていなくて、一コマごとの目録作成ができていないの
で、来館されたらメモから探せるようにしています。一コマごとの目録作成をして審査を経てホーム
ページから検索できるようにしているものは現在約３万コマあります。この作業を細々ですが続けて
います。今年度中にはあと１万コマは増やしたいと思っています。この研修会には市町村の方が多い
ようですが、市町村の広報担当の方の利用も結構あります。
大型イベントに関連する資料も利用が多いです。行政経験者ならよくおわかりだとは思いますが、
「今度、全国大会するのだけれど、前年度の埼玉県はどうだったのか。」となると埼玉県に調査へ行き
ます。逆に、「こんど我が県で○○があるのだけれど、それを岡山県ではどうやっていたのか」といっ
て他県からわが県に照会があったとき、わが館が公文書保管をしていることがあります。これも県職
員が照会に回答するなら30年原則をはずして原課の現用文書に一時復帰して提供します。国体や緑化
フェアーといった大きな事業はその事業が済むと事務局とともに文書保管場所がなくなりますので、
事業完了とともに、記録資料館がすべての公文書を引き継いでいます。
未発の行政。出来なかった失敗した行政などの公文書はおもしろいと思います。あの時、協議した
のだけれど。あの時の協議資料があれば、もう一度考えてみたのに。というようなことは結構あるも
のです。例えば、今は私ども岡山県立記録資料館では、第74回所蔵資料展「空飛ぶ記録資料」を開催
中です。岡山空港ができてから30年を記念してその関係の公文書を調べたのですが、岡山空港をつく
るにあたって６ヶ所の候補地があって、その協議をしている資料がありました。その展示には観覧者
がかなり食いついていました。
また、吉備高原都市計画は熱が冷めたようにみえますが、これには岡山県はずいぶん力をいれてい
ました。完成のあかつきには23万人の都市になるという構想をしている時もありました。道州制の話
も最近はあまり聞かなくなりましたが、岡山県はそれを実現するために職員を欧米や豪州などに派遣
図10　行政職員の記録資料館利用
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して研究しています。また議論が再開したときにはこれらの公文書も役立つことがあるように思いま
す。別の行政チャンスのヒントがあるように思います。
今日は実務者研修会ですから現職公務員の方々が多いと思いますのであえていうのですが、現職員
ならば、自分の担当部署、自分の地域のことを一生懸命やるのは当然なのですが、近隣地域や県、国
との連携を是非意識してみてください。そして自分の地域の過去のことを調べてみてください。要す
るにアンテナを面として広く、時間軸として深く張っておいて欲しいということなのですが、表層現
象を実現するためには裏方実務が必要であることもみなさんならよくご存じだと思います。公文書は
いわば裏方実務を知る宝庫ですから、まず当事者や担当に聞き、その資料を、過去の資料を見ること
に躊躇しないようにしてください。過去の公文書は、未来の企画立案ヒントが満載しています。
しかしやはり、力を入れなくてはならないのは公開です。いつでも誰でも利用できなくてはなりま
せん。開かれた県行政、説明責任を果たすために記録資料館を充実させなくてはならないと思ってい
ます。そのためには、何を保存しているのかを知らせなくてはなりません。丁寧な目録作りというこ
となのですが、公文書を作成した行政職員なら分かる目録でも、一般の方々にわかってもらうには一
工夫が要ります。このあたりも専門職としてのアーキビストの役割となり、いまその養成と配置を請
求しているところです。
記録資料館では、公文書の重要性を知ってもらうために講座や展示、調査研究、資料集刊行をして
います。公文書管理をしている記録資料館のことや、公文書の利用意義が国民意識として浸透するに
は、まだまだ努力が必要であると思う今日この頃です。
おわりに
最後に、公文書管理法が成立した翌年、日本各地のアーカイブズに詳しい松岡資明さんはその著	
書『日本の公文書』（ポット出版、2010年）の副題は「開かれたアーカイブズが社会システムを支える」
と述べ、日本のアーカイブズへの期待と課題提起をされています。にもかかわらず、近年の政府の公
文書に関する対応報道を見聞きするにつけ、公文書管理法を骨抜きにした対応のようにみえてしかた
ありません。まじめに公文書を作成・収受・管理している公務員の信用を失墜させました⑽。
昨年５月秋田県大仙市で私は「アーカイブズには『いのち』がしみこんでいる」という講演をした
のですが⑾、その考えは変わりません。西日本豪雨で被災した人は罹災証明書を交付してもらってい
ると思います。この罹災証明書は、もらった人の書類ですが、発給した名簿は公文書です。これらは、
罹災者の生活を担保する証明書ですが、役割を終えて、保存年限が過ぎたら粛々と廃棄にするでしょ
う。本来の書類の持つ機能はなくなりますが、保存すれば、災害アーカイブズとして重要な資料とな
ります。
公文書には行政の英知が収斂されており、それらは事業を完結しても県民の存在を担保するものと
して「生きて」います。そして、役所に残る公文書は「はじめに」で述べましたとおり、地域資料と
⑽ 松岡資明『公文書問題と日本の病理』（平凡社新書、2018年10月）では森友、加計、PKO日報問題などにも触れてい
ます。
⑾ 大仙市アーカイブズ開館記念講演会、2017年５月３日開催。
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コラボすることによって化学反応をおこし、人々の知的欲
求に答える有用な資源となります（図11）。
行政執行上、公文書の重要性を知っている実務者の皆さ
まにおかれましては、将来の地域市民にとっても重要な公
文書を作成していることも認識して、アーカイブズ化に取
り組むことを是非お考えください。よろしくお願いいたし
ます。
付・配布資料説明
ここで終わる予定にしておりましたが、もう少し時間があるようですので、今日、お渡しした17頁
の配布資料について、ざっくりと説明して終わりたいと思います。
２頁の「はじめに」は重要です。⑶で公文書をアーカイブズとする意味について３点ほど要点を書
きました。それから３頁は先ほど、冒頭でいいました公文書館法と記録資料館の話です。４頁は収集
選別基準の16項目です。現在の記録資料館の保管数量は、公文書が74,088冊。公文書は１冊が平均	
５㎝で計算して大体富士山くらいの高さになります。それに古文書が約15万点。記録資料館の書架は
全体に10㎞の長さがあるのですが、開館して13年になりますが、７割くらいは詰まりましたので、今
は書庫狭隘化の対策を考えているところです。
５頁が先ほどいった廃棄文書一覧表を記録資料館に提出して、選別収集する手続きのこと。それか
ら６頁が、収集公文書をデータベース化して、くん蒸して、整理、公開のこと。そして原課の文書管
理者は担当文書の実態把握の徹底を希望しています。
７頁には、引継ぎに関することを書いていますが、おわりにでは、今日、思いつきのようなことを
少しメモしています。現状といいますか、世間で公文書問題が騒がしいなか、私も強く思うところが
ありまして、くどいことを書きました。
再三述べますが、私は、つまるところ公文書管理に関する目利きが必要だと思っています。行政実
務を執行する人は、公文書をアーカイブズにする為に実務をしていません。実務をする人とは別個に
アーカイブズにする人（アーキビスト）が存在しないといけないということが私としては、いいたい
ことでございます。アーカイブズというのは、行政と完全に独立した機関であることが望ましいと思
っています。しかし現実はできていません。行政機関の一環で存在しています。
８頁以降に関係例規文書を載せています。９頁が一般利用の閲覧制限の期間を定めたものです。こ
れもそれぞれの都道府県、国により地域特性があるのですが、基本的には国立公文書館のあり方とほ
ぼ踏襲しています。岡山県ではさらに配慮する必要があるだろうというので、110年を超える年代で
140年を目途とする文言を入れています。今はもう少し延ばすことを考えています。というのは、明治
５年を意識しているからなのです。
個人情報保護は死者にはありませんが、ご遺族に迷惑がかかるということがあってもならないと思
うからです。
10頁には、総務、教育委員会、企業局の文書管理規定です。11頁の下の方に書きましたが、さきほ
ど述べたレコードスケジュールについて批判的な記述をしました。下から四行目の現場の勝手な判断
図11　おわりに
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につながることになれば、スカスカの公文書のみを残してしまうのではないか「トオモフ」と遠慮気
味に記しました。
12頁以降は、記録資料館ができるまでの経緯についてまとめました。記録資料館が出来るのには、
実は相当長い年月がかかりました。岡山県立記録資料館のベースは岡山県史編纂室。岡山県の歴史を
編纂するという編纂事業の中で、その時に並行した形で、公文書を収集しておりました。県史編纂の
段階で、地域資料も寄贈を受けておりました。撮影収集もしておりました。そうして集めたものを、
県史編纂事業が終わった後には公文書館を作ろうとしていました。この時は文書館といっていたので
すが、そういうところから始まった。その間に、情報公開条例ができます。個人情報保護法ができた
のは平成17年ですけれども、岡山県は条例を平成14年に作りました。行政情報公開条例は、平成８年
成立です。全国都道府県では神奈川県が最初で、昭和58年だったと思います。岡山県もその頃に実は
個人情報保護条例の試行を始めています。条例ができますと、開示請求がありますので、公文書整理
（廃棄）をしっかりすることになります。その廃棄に伴い、記録資料館設立準備室（当時は総務学事課
の班）では公文書収集がかなり進みました。
例規がない段階では、公文書整理はあまり進んでいません。私は、平成の大合併以前県内にあった
78市町村の公文書を調べたことがあります。情報公開条例を作っていない町が二つありまして、もの
すごく公文書が残っていました。条例を作ったところは、みごとに廃棄しています。
岡山県史編纂時代に岡山県では大型事業が沢山ありました。それに関係する公文書も沢山収集でき
ました。記録資料館の準備段階の時に、バブル崩壊を経験しました。その後リストラククチャーが進
みまして、どんどん県の組織がなくなりました。出先の地方振興局が９つもあったのですが、３つの
県民局になりました。それから23の県立高等学校が無くなりました。各地にあった保健センターや農
業改良普及所支所も無くなりました。部署が統合され閉鎖するにあたるたびに公文書の収集に出向き
ました。ご存知かどうか知りませんが、平成20年は、財政危機宣言で、県がつぶれそうになりました。
県がつぶれても、記録資料館は公文書を残すという気持ちを持っていましたが、実は記録資料館も存
在が危うくなって大変でした。これから人口減退し、人がいなくなっていく時代にあって残す必要が
あるのかという議論もあります。
しかし、それぞれの地域、それぞれの行政、地方公共団体はそれぞれに貌色があります。それぞれ
に個性ある存在なのです。それらを残しておかないと例え人口が少なくなり、集落がなくなるにして
も、存在し生活の営為が存在したことを残し伝えていかないと将来の国民に顔向けができないと思い
ます。
先ほどいいました、県内の市町村を廻ったときに配布した資料が14頁です。県立学校の統廃合に際
して廻ったのが15頁の資料２です。それから16頁は国体関係のものを集めました。国体関係は、それ
ぞれの県そして市町村をあげてやりますので、それから最後の17頁には、さきほど少しいいましたハ
ンセン病問題に関連する資料の公開通知です。県が収集した資料、愛生園関係、光明園関係、その資
料は、実は保健福祉部健康推進課より公文書として収集をいたしました。
早口でしゃべりましたが、以上をもちまして、ちょうど時間になりました。終わらせていただきま
す。有り難うございました。
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